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脱炭素都市づくりに向けて

資料２



日本のエネルギーの面的利用のイメージ 2
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都市規模、建物規模、建物用途で考える必要性 3

容積緩和の需要大 民間エネルギー事業

単一用途

都市規模

建物規模

地区内建
物用途

大（3000㎡？）

容積緩和の需要小 公共主導の必要性

熱導管接続の可能性

小 建物単位での対応？グリーンビル？

負荷平準化が問題

複数用途 地区ネットワーク、再開発事業（縦型のまち）

＋
【事業性の確保】 いかに、ランニングコストを下げられるか？

【都市内の面的エネルギー計画】



都市計画でできることは？

都市MPの改訂に多くの市町村が脱炭素を記載

BUT・・・

都市MPに記載しても、実現は担保されない→都市MPへの記載だけで
は不十分

実現のためのツール、実現のための補助金、多くの建物が熱導管に接
続することが必要

→都市レベルで、面的エネルギーを実現化する強い「意志」の提示と、実
現のための方策が必要

→飴には限度がある（市場が美味しいと思うか？思ってないから、都心の
熱供給事業区域も100％の建物が繋がらない。導入の補助金はあっ
ても、ランニングの支援はない）

→つまり、面的エネルギーを本当にやる気なら、規制を考える必要性（東
京臨海や、MM21のように、海外のように）
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緩和容積で熱供給が
成り立つ都市とは？



面的再開発は、脱炭素のチャンス 6

キングスクロス
25ha 743,200㎡の開発
2005年比50％削減

ロンドンオリンピックサイト
225ha
90年比60％削減

バタシーパワーステーション
16ha
ネットゼロを目指す

英国では、面的開発でのネットゼロへのチャレンジが当然。
面的再開発は面的エネルギーの導入が、チャレンジが可能。
面的エネルギー＋グリーンビル
都市再生（都市の価値を上げる。質的転換）＋脱炭素＝価値ある開発

日本の面的エネルギーは、どのような開発需要の場所で、
どのような資金で成立するか？



①容積率：容積率緩和は、どの都市規模まで可能か？ 7
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＊オフィスの賃料相場が反転する空室率の基準

図 全国19都市におけるオフィス空室率(2025年第3四半期時点)
資料：三幸エステート(2026)「オフィスレントデータ」より作成

オフィス需要が低い都市においては
容積率緩和が施策誘導のインセンティブとなり得るかは定かではない

 ⾃然空室率*である5%を上回り、オフィス供給過多と推察される主要都市が複数存在

https://www.jstage.jst.go.jp/article/reportscpij/24/4/24_605/_pdf/-char/ja



収益が上がらないと容積率はインセンティブにならない 8

図 容積率緩和制度策定都市における1,000㎡あたりの割増不動産収益
※左から⼈⼝順に整列

※⼤阪・名古屋・札幌・福岡・仙台は賃料がエリアごとに異なるため、最も⾼いエリアを抜粋

⼈⼝100万⼈以下の都市(②)の割増不動産収益は
⼈⼝100万⼈超の都市(①)の半分にとどまる
 地⽅都市は⼤都市と⽐較して賃料単価が低く、還元利回りが⾼い傾向にあるため

事業者に対する容積率緩和はインセンティブとしての効果が限定的
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① ⼈⼝100万⼈超の都市 ② ⼈⼝100万⼈以下の都市

① 平均 約9.6[億円/千㎡] ② 平均 約4.0[億円/千㎡]



容積率緩和が成り立つ都市は？ 9

所属都市所属数特徴クラスタ

札幌市, 名古屋市, 京都市, ⼤阪市, 福岡市5⼤規模・
⾼収益型❶

仙台市, つくば市, 岸和⽥市, 吹⽥市, 東⼤阪市, 神⼾市, 
尼崎市, ⻄宮市, 奈良市, 広島市, 熊本市11中規模・

⾼需要型❷

⾦沢市, 茨⽊市, ⻑崎市, 那覇市4中規模・
開発成⻑型❸

旭川市, ⻘森市, 郡⼭市, いわき市, ⽔⼾市, 宇都宮市, 前橋市, 
⾼崎市, 新潟市, 富⼭市, 福井市, 甲府市, ⻑野市, 岐⾩市, 静岡市, 
浜松市, 沼津市, 富⼠市, 豊橋市, 岡崎市, 春⽇井市, 豊⽥市,
津市, ⼤津市, 堺市, ⼋尾市, 姫路市, 和歌⼭市, 岡⼭市, 倉敷市, 
福⼭市, 徳島市, ⾼松市, 松⼭市, ⾼知市, 北九州市, 久留⽶市, 
佐賀市, 佐世保市, ⼤分市, 宮崎市, ⿅児島市

42中規模・
低収益型❹

函館市, ⼋⼾市, 盛岡市, 秋⽥市, ⼭形市, 福島市, 伊勢崎市, 
太⽥市, ⻑岡市, 上越市, ⾼岡市, 松本市, 四⽇市市, ⿃取市, 
松江市, 呉市, 下関市, 宇部市, ⼭⼝市

19⼩規模・
低需要型❺

※ PLATEAUに延床⾯積・築年数データがある都市に⾚字

割増不動産価値（1㎡当たり床価格－１㎡あたり建設費）、定住人口、開業
率ー廃業率、人口当たり着工床面積（㎡/人）でクラスター分析をした結果



中枢中核都市で、容積緩和が飴になる都市は、少数 10

空地整備を評価した既存制度による容積率緩和が成⽴するのは
❶ 札幌市・❷ 広島市の最⾼賃料地点にとどまる
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図. 各シナリオにおける割増不動産価値
※ ❺福島市は必要なデータが得られなかったため対象外

名古屋、京都、大
阪、福岡、札幌

容積緩和で、エネセン整備、熱導管整備を民間活力で実現する方法は、一定の
大都市のみ。それ以外の都市では、公共側のやる気（公共主導）が必要では？



脱炭素の方法を
どのように考えるか？



脱炭素の手段と地域の考え方（札幌） 12

創成東（住宅割合が高い）、大通り以南
（小規模ビルが多い）では、個別建物のエ
ネルギー需要が低い

新幹線駅ができて、開発が進むかもしれ
ないが、集合住宅が多く、熱導管の整備
はあまり進んでいない。

業務床が多く、ホテル、商業などの熱の需
要が高く、建て替えが進むエリア。熱導管
が広く整備されている

地域の床構成、開発需要、熱需要から、

どのような脱炭素の取り組みが望ましいか
を検討する必要性



熱導管接続できない中小ビルの課題 13

中小ビルにおける空調の熱負荷低減が重要

高度経済成長期によるオフィス需要の急増

基準階床面積が小さい業務ビルが高密度に建設

非効率的なエネルギー消費

ペリメーターゾーンの割合が大きく
日射等の外部の影響を受けやすい

中小ビル 大規模ビル

一次エネルギー消費量の約5割が空調に起因



中小ビルの建物規模におけるエネルギー消費量 14
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図 基準階床面積別のエネルギー消費量原単位

基準階床面積

基準階床面積300㎡を境に原単位の減少割合が低下

基準階床面積300㎡未満の建物は省エネ性能に課題がある

https://www.jstage.jst.go.jp/article/journalcpij/59/3/59_10013/_pdf/-char/ja



中小ビルの建物規模における建設時CO2排出量 15
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図 基準階床面積別の建設時CO2排出量原単位

基準階床面積300㎡を境に原単位の減少割合が低下

基準階床面積300㎡未満の建物は建設時CO2排出量が多く,地域の
脱炭素にマイナス→地区計画などで最低敷地面積を設定？
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面的エネルギーのB/Cを1.0以上にするには？



英国の地域熱供給事業の料金低減の方法 17

ピムリコ/ウェスト
ミンスター

ロンドン
公共主導型
(間接）

Cityhome
West

Cofely 無 ￡12億 　- 長期リース（無料） 〇 売電

バンヒル／イズリ
ントン

ロンドン
公共主導型
(直接）

市役所
Vital Energi
（10年）

無 ￡400万 　- 長期リース（無料） 〇 売電

アバディーン スコットランド
公共主導型
(間接）

無 ￡900万 〇 長期リース（無料） 無 売電

ウォーキング 南東部 JV型 有
3.5％低利
融資+補助

　- 長期リース（無料） 〇 売電+自営線

ミルトンキーンズ 南東部 JV型 　- ￡150万 　- 長期リース（無料） 〇 売電+自営線

シェフィールド ヨークシャー 官民連携型 　- ￡330万 25年 長期リース（無料） 〇 売電

サザンプトン 南東部 官民連携型 ￡1200万 無 20年 長期リース（無料） 〇 売電+自営線

バーミンガム 西ﾐｯﾄﾞランド 官民連携型 ￡700万 無 25年 長期リース（無料） 〇 売電+自営線

レスター 東ミッドランド 官民連携型 ￡1500万 無 30年 長期リース（無料） 〇 売電

オリンピックサイ
ト／ハックニー

ロンドン 官民連携型
￡1億
1300万

無 40年 長期リース（無料） 〇 売電+自営線

メディアシティ/サ
ルフォード

北西部 民間主導型
Peel
Utility

Cofely(20
年)

￡6億
5000万

無 　- 長期リース（無料） 独自 売電

エクセター 南西部 民間主導型 ￡3200万 ￡368万
80年
*2

長期リース（無料） 〇 売電

シティジェン／シ
ティ

ロンドン 民間主導型 　- 無 〇 長期リース（無料） 〇 売電

キングスクロス／
カムデン

ロンドン 民間主導型 MKCL
Vital Energi
（10年）

￡1億
5000万

無 30年 長期リース（無料） 〇 売電

Cofely

Cofely

E.On

E.On

Aberdeen Heat and
Power

Thamesway Energi Ltd.

Thamesway Energi Ltd.

Veolia

エネルギーセンター
土地所有

導管接続
義務*3

売電の有無

Cofely

Cofely

エネルギーセン
ター/都市名

地方

(1)事業形式
(2)官民の関係

(3)料金低減の方法

エネル
ギーセン

ター/熱導
管所有

管理運営
民間投資

金額
公共資金事業形式

協定
期間

「￡１も払わずに脱炭素が進む」



日本の多くの面的エネルギー事業 18

公共空間の民間利用は、コスト負担が原則になっている

狭いエリアで、需要家が
料金負担

電気・ガス・電話などの通信 熱供給事業

減免は一部自治体のみ減免あり

導管延長が長いため、道路占
用料金の低い地域の存在で、
全体の料金が低減（規模の経
済が働く）

高い料金でも良い、という需要家
は限定的
→熱供給事業は広がらない



だから、間接便益（NEB)を設定しB/C≧１が必要になる 19

カーボンマイナス・ハイクオリティタウン調査委員会（2009.11）
民生部門の低炭素化に係るコストと間接便益（NEB)を考慮した費用対便益
（B/C）の評価



都心中心地域における評価 20

NEBを入れることによる長所：異なる部門に波及効果のあることが説明できる。
短所：NEBを理解してくれない人には働かない。

できるだけ、コスト（ｃ）を減らすことが重要

多い



NEBの算出で困っていること 21

便益算出のパラメータの新しい値が存在しない。



解決案①官民連携の可能性：公共用地の利用 22
[更新年]

-2024

2025-2030

2031-2040

2041-2050

2051-

都心商業区域

道庁周辺区域

大通公園

 公園にエネセンを整備すると、エネセンを持つ建物の建替えの影響は受けない。

 建物規模、接続建物の数、導管延長の工事費の関係から、排出量削減は数％
に留まっていた（建替え時期、建替え規模、導管距離などによる）。

https://www.jstage.jst.go.jp/article/journalcpij/58/3/58_883/_pdf/-char/ja



直接便益がB/C≧1は、限定的 23

建替え時にすべての建物が接続しても、B/C≧1.0を超える場合は限定的

間接便益：
① CO2削減価値

② インフラ建設投資による経
済波及効果

③ 事業運営による経済波及
効果

④ 不動産価値向上効果

⑤ エネルギー供給停止時の
損失回避効果

⑥ 法規制強化に伴うリスクの
回避効果

⑦ 先導的・モデル的事業によ
る啓発・教育効果

⑧ 先導的・モデル的事業によ
る広告宣伝効果



解決案②公共側からの歩み寄り：利用できるものを利用する 24
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b-① b-②

下水熱（b-①）、下水熱＋CGS（ｂ-②）で熱電供給：B/C≦1.0

下水熱＋CGSで熱電供給：占用料金（道路＋暗渠使用料金）無償化＋補助金

都内の市街地再開発事業で下水熱＋CGSでエネルギー供給した場合のB/C
B/C＝直接便益＋間接便益/年間費用

不動産価値向上効果、CO2削

減価値、エネルギー供給停止
回避、法規制強化等のリスク
回避、先導的・モデル的事業に
よる広告宣伝効果



解決案②公共側からの歩み寄り：利用できるものを利用する 25

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

B
/
C

スキーム適用前 Ⅰ占用料金無償化 Ⅱ補助金

1.0

0.0
34333231302928272625242322212019181716151413121110987654321

品都都都都都港
都
・
国

都国都品
都
・
国

港都都国品都品港港都港千都都都千
国
・
港

中都都港所属道路

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

B
/
C

1.0

0.0
34333231302928272625242322212019181716151413121110987654321

2802481821751491451341281271061029898877876737067635752525146443730292416983
年間熱需要
[GJ/年]

5500001920010086010099144390761008407110090201620024000
住宅面積
割合[%]

b-① b-②

下水熱（b-①）、下水熱＋CGS（ｂ-②）で熱電供給：B/C≦1.0

下水熱＋CGSで熱電供給：占用料金（道路＋暗渠使用料金）無償化＋補助金

都内の市街地再開発事業で下水熱＋CGSでエネルギー供給した場合のB/C
B/C＝直接便益＋間接便益/年間費用
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費用 支払先
16～70

140
品川 190

千代田 310

中央 460

港 1,130

暗渠使用料金
[円/(ｍ・年)]

2,228 下水道管理者

道路占用料金
[円/(本・ｍ・年)]

道路管理者
区道

国道
東京都道

条件・単価

公共下水道
(23区）

地区名
①採熱距離

[m]
②熱需要に対する
   下水熱供給割合

削減量
[t-CO2/年]

③ランニングコスト[円]
   （占用料金を含む）

④占用料
金

[円]
④/③

1.三田小山町 200 47% 1,097 124,186,336 13,520,794 11%
2.三田小山町東 272 47% 722 81,846,723 8,904,736 11%
3.三田小山町西 616 46% 1,806 195,663,608 20,166,608 10%
4.浜松町一丁目 200 71% 834 78,918,553 12,649,600 16%
5.浜松町二丁目 242 42% 709 79,967,866 7,102,216 9%

CGS,下水熱利用のた
めのHP等運用のため
のエネルギー利用料

道路占用料金
＋暗渠使用料
金

（年）
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 事業に多額の費用がかかるため、民間事業の推進だけで進める
のは困難。

 容積率緩和だけでは飴にならない。
 インフラ投資をしても、接続する建物が少ないと事業費は高止まり。

 導管接続だけでゼロカーボンは厳しく、大都市では①～②をセット
で検討しないと、B/C≧1.0を超えない可能性あり＋導管接続を積
極的に推進する方法が必要では？

【大都市都心部＋大都市？】

【上記以外の都市】

 民間事業の推進だけで進めるのは困難。公共の計画＋公共が積
極的に進める体制が必要（推進体制＋補助金等の獲得）


